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 [要約] 

 総務省は、日本の労働市場が多様化・複雑化するなかで、未活用労働の実態を把握すべ

く、2018年 5月 11日に発表した労働力調査の詳細集計（2018年 1-3月期）から、未活

用労働に関する複数の指標の公表を開始した。本稿では、新たに公表された未活用労働

指標について概観するとともに、その指標の見方および今後の注目点について検討する。 

 労働供給の「伸びしろ」を測る：就業者の労働供給の「伸びしろ」を示す「追加就労希

望就業者」や、非労働力人口の中で最も労働力人口に近いと言える「潜在労働力人口」

を考慮した未活用労働指標は、現在日本が抱える労働市場の課題を分析する上で非常に

有効だ。また今後、政府には、雇用に関する緊急経済対策や「人づくり革命」などを柱

とする成長戦略を策定する際、その政策効果を最大限に高めるためにも、未活用労働指

標を詳細に分析することが求められよう。 

 労働市場の質を捉える：日本の労働市場が多様化・複雑化するなか、既存の失業率には

表れてこなかった労働市場の質的変化を分析する上で、未活用労働指標は役に立つ。例

えば、内閣府が公表している「月例経済報告」の雇用情勢の基調判断において、今後は

未活用労働指標も活用される可能性があるだろう。 

 金融政策を占う新たな羅針盤：未活用労働指標で測られる労働市場のタイトさは、賃金

上昇の先行きを占う上での重要な判断材料となることから、今後のインフレ見通しにも

影響を及ぼす。このような観点から、未活用労働指標は、物価の安定を目指す中央銀行

の金融政策運営に対しても有益なインプリケーションを持つこととなる。欧米では、未

活用労働指標は金融政策運営の先行きを考える際の重要な材料となっている。今後は、

日本の未活用労指標も、データや分析が蓄積されるにつれ、日本銀行の金融政策運営を

占う上での新たな羅針盤になると期待される。将来的に、日本の市場関係者の未活用労

働指標に対する注目度が高まることも考えられよう。 

  

日本 
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はじめに 

総務省は、日本の労働市場が多様化・複雑化するなかで、未活用労働の実態を把握すべく、

2018 年 5 月 11 日に発表した労働力調査の詳細集計（2018 年 1-3 月期）から、未活用労働に関

する複数の指標の公表を開始した。 

そこで本稿では、新たに公表された未活用労働指標について概観するとともに、その指標の

見方および今後の注目点について検討する。最初に全体像を総括すると、図表 1のようになる。

なお、細かな定義等に関しては、総務省統計局の「未活用労働指標の解説」を参照されたい。 

 

図表 1：未活用労働指標に関する総括表 

 

追加就労
希望就業者

（1.6％）

完全失業者
（1.5％）

その他失業者
（0.1％）

拡張求職者
（0.0％）

就業可能
非求職者
（0.3％）

働いている人
もっと働きたい

パートタイム労働者
無職で職探し中で

すぐに働ける人

無職で職探し中で
すぐに働けるが

この１週間は職探し
しなかった人

無職で職探し中で
すぐには働けないが
少ししたら働ける人

働きたくて
働けるが職探しは
していない無職者

(職探しを諦めた人）

働くことを
希望しない無職者

○ ○ × × × × ×

１週間以内に求職活動を行っている ― ― ○ × ― × ×

１ヶ月以内に求職活動を行っている ― ― ― ○ ○ × ×

すぐに就業できる ― ― ○ ○ × ○ ×

２週間以内に就業できる ― ― ― ― ○ ― ―

―

週の就業時間が
35時間未満で

就業時間の追加を
希望し、追加が可能

― ― ― 就業を希望する ―

男女計 6,578 万人 177 万人 169 万人 15 万人 2 万人 35 万人 4,278 万人

男性 3,676 万人  44 万人 100 万人  5 万人 1 万人 14 万人 1,549 万人

女性 2,902 万人 133 万人 69 万人 11 万人 2 万人 20 万人 2,729 万人

日本 米国 英国 ドイツ スウェーデン フランス ＥＵ２８

  ＬＵ１ ：失業率 2.7 4.4 4.3 3.7 6.7 9.4 7.6

  ＬＵ２ ：＋追加就労希望就業者 5.3 7.6 8.9 6.9 9.9 14.7 11.3

  ＬＵ３ ：＋潜在労働力人口 3.3 5.3 7.0 5.9 10.1 12.6 11.4

  ＬＵ４ ：＋追加就労希望就業者＋潜在労働力人口 5.9 8.5 11.4 9.0 13.2 17.7 14.9

（注１）日本の数値は2018年1-3月期の値（原数値）。海外の数値は2017年平均。

（注２）米国のLU2は経済的な理由による短時間労働者を追加就労希望就業者とみなして算出、LU3は労働統計局（BLS）が公表しているU-5、LU4はU-6を掲載している。 

（注３）「その他失業者」・「その他非労働力人口」は正式な用語ではない。「その他失業者」は通常（基本集計）の労働力人口には含まれないが、未活用労働指標（詳細集計）では労働力人口として扱われる。

（出所）総務省、BLS、Eurostat、Haver Analyticsより大和総研作成

2018年
1-3月期

15歳以上人口 (100％）

（狭義の） 労働力人口 （60.9％） （広義の） 非労働力人口 （39.1％）

就業者
（59.4％）

失業者 （1.7％） 潜在労働力人口 （0.3％）

その他
非労働力人口

（38.6％）

大まかなイメージ

就業しているか

求職活動の
有無

就業可能か

その他の条件

◆　　　　　　完全失業率　　　　　＝　　
完全失業者

　 ×　100 　　＝ 　2.5 ％ ※通常使われている失業率
就業者＋完全失業者

就業者＋失業者

◆　　未活用労働指標１（ＬＵ１）  ＝　　
失業者

　 ×　100　　 ＝ 　2.7 ％ ※国際基準の失業率
就業者＋失業者

◆　　未活用労働指標２（ＬＵ２）  ＝　　
失業者＋追加就労希望就業者

　 ×　100　　 ＝ 　5.3 ％

※米国のU-6に近い（U-6の方が狭い）
就業者＋失業者＋潜在労働力人口

◆　　未活用労働指標３（ＬＵ３）  ＝　　
失業者＋潜在労働力人口

　 ×　100　　 ＝ 　3.3 ％ ※米国のU-5に近い（U-5の方が狭い）
就業者＋失業者＋潜在労働力人口

◆　　未活用労働指標４（ＬＵ４）  ＝　　
失業者＋追加就労希望就業者＋潜在労働力人口

　 ×　100　　 ＝ 　5.9 ％

　2.7 ％ ※EUの失業率の定義と同一
就業者＋失業者＋拡張求職者

◆　　　未活用労働補助指標１　　  ＝　　
会社都合等による失業者

　 ×　100　　 ＝ 　0.7 ％ ※米国のU-2に近い
就業者＋失業者

（％）

◆　　　未活用労働補助指標２　　  ＝　　
失業者＋拡張求職者

　 ×　100　　 ＝

（注２）

（注２）

（注２）

http://www.stat.go.jp/data/roudou/pdf/20180511.pdf
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１．日本初公表の未活用労働指標とは？ 

ここでは、４つの未活用労働指標（ＬＵ１～ＬＵ４）と、２つの未活用労働補助指標の定義

を確認しつつ、その特徴について整理する。 

 

① 未活用労働指標１（ＬＵ１） 

 

ＬＵ１は、国際労働機関（ILO）の定義に基づく、言わば「国際基準の失業率」である。 

我々が普段よく見聞きする日本の失業率は、正式には「完全失業率（＝完全失業者÷（就業

者＋完全失業者））」というものであり、国際基準の失業率とは定義が若干異なっている。具体

的には、完全失業率の算出に用いられる「完全失業者」と、ＬＵ１で利用する「失業者」の定

義において、その「求職期間」に違いがある。完全失業者の求職期間が「１週間以内」とされ

ているのに対し、失業者は「１ヶ月以内」と対象をより広げている1。 

他の多くの国の失業率の定義が国際基準（ILO基準）に沿ったものであるため、今回から日本

でもＬＵ１が公表されることで、失業率を同じ基準で国際比較することが容易になる。なお、

既存の完全失業率（基本集計）が 2018年 1-3月期に 2.5％であるのに対し、ＬＵ１は 2.7％と、

両者には大きな差がない。 

 

② 未活用労働指標２（ＬＵ２） 

 

ＬＵ２は、労働力人口（＝就業者＋失業者）に対して、失業者と、もっと働きたい労働者（追

加就労希望就業者）がどれだけいるかを示している。 

仮に、失業率（ＬＵ１）が低下していても、ＬＵ２が上昇している局面では、失業率の低下

に見られるほど、労働市場はタイトではない。追加就労希望就業者は、就業者における労働供

給の「伸びしろ」とも言える。例えば、現在、パートタイム労働者の時給が上昇する一方で、

労働時間は減少傾向にあり（図表 2）2、それをいかに増やせるかは、今後の労働供給を考える

上でのカギとなる。「就業者を量の面で十分に活用できているか」という視点においても、ＬＵ

２は有用な指標であると考えられる。 

 

                                 
1 国際基準（ILO基準）では、失業者の求職期間を「４週間又は１ヶ月」と定めており、ＬＵ１はまさにその定

義に沿っている。 
2 この主因は、パートタイム労働者として働く配偶者が、年収の増加によって社会保険料の支払いなどが発生し

ないように、時給が上昇すると労働時間を減らして年収を調整することにある。 

ＬＵ１＝ 
失業者

×100 ＝ 2.7％ （2018年1-3月期）
就業者＋失業者

ＬＵ２＝ （2018年1-3月期）
失業者＋追加就労希望就業者

×100 ＝ 5.3％
就業者＋失業者
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図表 2：パートタイム労働者の年収・労働時間・時給 

 

 

③ 未活用労働指標３（ＬＵ３） 

 

ＬＵ３は、失業者に加え、非労働力人口（15 歳以上人口のうち就業者と失業者以外の者）の

中で労働力人口により近いと考えられる潜在労働力人口を考慮した指標である。潜在労働力人

口には、働く意思はあるものの、求職をあきらめて非労働力化（非労化）してしまった人など

が含まれる。 

例えば、失業率（ＬＵ１）とＬＵ３の差が大きい局面として、景気の急激な悪化を背景に職

探しをあきらめて非労化した人が多い状況が考えられる。その場合、失業率で見る以上に労働

市場は厳しいと判断できる。 

 

④ 未活用労働指標４（ＬＵ４） 

 

ＬＵ４は、現在、労働市場で活用可能な人全て（追加就労希望就業者と潜在労働力人口）を

考慮した指標であり、労働供給の「伸びしろ」を示す指標とも言える。米国の連邦準備制度理

事会（FRB）が金融政策運営を行う上で、失業率とともに注目している広義の失業率（Ｕ-６）3に

近い概念のものである。  

                                 
3 総務省によると、Ｕ-６は、縁辺労働者及び経済的な理由による短時間労働者を含む指標だが、縁辺労働者に

は、ILO決議の潜在労働力人口のうち、以下の２つが含まれておらずＵ-６はＬＵ４より範囲が狭いものとなっ

ている。①仕事を探しており、すぐには仕事に就くことができないが、後に就くことができる者、②就業を希

望し、仕事があればすぐ就くことができる者のうち、過去１年間に求職活動をしていない者。なお、縁辺労働

者とは、就業希望の非労働力人口のうち、仕事があればすぐ就くことができ、過去１年間に求職活動を行った

ことがあるが、過去４週間以内に仕事を探さなかったため失業者とならない者（出所：総務省「労働力調査の

解説（平成 27年 11月版）」）。 

118万円/年

87時間/月

1,147円/時

85

90

95
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115
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125

94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18

年収

労働時間

時給

（注）12ヶ月移動平均

（出所）厚生労働省より大和総研作成

（年）

（1994年1月＝100）

ＬＵ３＝ （2018年1-3月期）
失業者＋潜在労働力人口

×100 ＝ 3.3％
就業者＋失業者＋潜在労働力人口

ＬＵ４＝ 
失業者＋追加就労希望就業者＋潜在労働力人口

就業者＋失業者＋潜在労働力人口
×100 ＝ 5.9％ （2018年1-3月期）

http://www.stat.go.jp/info/kenkyu/roudou/h29/pdf/10giji4_2909.pdf
http://www.stat.go.jp/data/roudou/pdf/hndbk08.pdf
http://www.stat.go.jp/data/roudou/pdf/hndbk08.pdf
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⑤ 未活用労働補助指標１・２ 

 

これまで見てきたＬＵ１～ＬＵ４の他に、総務省は、２種類の未活用労働補助指標の公表も

開始した。未活用労働補助指標１は、失業者のうち、会社倒産・事業所閉鎖や人員整理・勧奨

退職、雇い止めなどの非自発的な理由により失業を余儀なくされた、より深刻度の高い者を把

握するための指標であり、米国のＵ-２に近い概念のものである。失業者と一括りに言っても、

自己都合（≒自発的）と会社都合（≒非自発的）では、その深刻さは大きく異なる。例えば、

景気後退局面において、深刻な失業者の実態を把握する際の指標として有効だ。 

未活用労働補助指標２は、ＥＵの失業率の定義と同一のものであり、ＥＵ諸国と失業率を比

較する際に役立つ指標だ。ＬＵ１の失業者が、１ヶ月以内に求職活動をしている無業者で、「す

ぐ」に就業可能な者と定義されているのに対し、この指標では、「２週間以内」に就業可能な者

（＝拡張求職者）へと対象を広げている。 

 

２．未活用労働指標をどう見るか？ 

それでは、今回初めて公表された未活用労働指標をどのように活用すればよいのだろうか。

ここでは、①労働供給、②労働市場の質、③金融政策、の３つの観点から活用方法を検討する。 

 

① 労働供給の「伸びしろ」を測る 

超少子高齢化社会の日本では、労働力の中核を担う生産年齢人口（15歳～64歳人口）の減少

が続き、人手不足は深刻な構造問題となっている。さらに、今後導入される見込みの残業規制

によって、企業の人手不足感は一層高まるだろう4。こうした労働供給制約は、日本の潜在成長

率の下押し要因となることにも注意が必要だ。日本経済が中長期的な成長を実現するためには、

労働供給の「伸びしろ」を把握するとともに、働き方改革の促進や労働規制の緩和を通じて、

それを新たな労働供給源として活かすことが非常に重要となる。 

今回、就業者の労働供給の「伸びしろ」を示す「追加就労希望就業者」や、非労働力人口の

中で最も労働力人口に近いと言える「潜在労働力人口」を考慮した未活用労働指標が公表され

るようになったのは、現在日本が抱える労働市場の課題を分析する上で非常に有効だと考える。

また今後、政府には、雇用に関する緊急経済対策や「人づくり革命」などを柱とする成長戦略

を策定する際、その政策効果を最大限に高めるためにも、未活用労働指標を詳細に分析するこ

とが求められよう。 

                                 
4 関連レポート：山口茜「企業を脅かす人手不足問題」（『大和総研調査季報』2017年秋季号（Vol.28）掲載） 

（2018年1-3月期）

2.7％ （2018年1-3月期）
失業者＋拡張求職者

×100 ＝
就業者＋失業者＋拡張求職者

会社都合等による失業者
×100 ＝

就業者＋失業者
0.7％

　未活用労働補助指標２ ＝ 

　未活用労働補助指標１ ＝ 

https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20171201_012497.html
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② 労働市場の質を捉える 

景気後退期に就職をあきらめて非労化した人たち5は労働市場に戻ってきたのだろうか。さら

に、現在の職だけでは十分でないと考えている人は、どの程度いるのだろうか。日本の労働市

場が多様化・複雑化するなか、こうした既存の失業率には表れてこなかった労働市場の質的変

化を分析する上で、新たに公表された未活用労働指標は役に立つ。例えば、内閣府が公表して

いる「月例経済報告」の雇用情勢の基調判断において、今後は未活用労働指標も活用される可

能性があるだろう。 

また、未活用労働指標を国際比較してみると、日本はＬＵ１～ＬＵ４の指標がいずれも低い

水準にあり、労働市場は他国よりも良好な状況にある（前掲図表１）。しかし、どこか閉塞感が

あることは否めない。その閉塞感がどこからくるものなのかを考える際は、未活用労働指標を

性別・年齢別など細かに分析することが役立つかもしれない。 

 

③ 金融政策を占う新たな羅針盤 

足下の完全失業率は 2.5％（3月時点）と非常に低い水準で推移している。しかし、完全失業

率が低い割に賃金上昇は限定的なものに留まっており、完全失業率 2.5％という数字が表すほど、

労働市場はタイトでない可能性がある。そのような疑問が生じた時に役立つのが、今回公表が

開始された未活用労働指標である。具体的には、同じ完全失業率であっても、未活用労働が多

い時は、少ない時と比べて労働市場はタイトでないと評価でき、賃金上昇率も思ったほど高ま

らない。 

このように、未活用労働指標で測られる労働市場のタイトさは、賃金上昇の先行きを占う上

での重要な判断材料となることから、今後のインフレ見通しにも影響を及ぼす。このような観

点から、未活用労働指標は、物価の安定を目指す中央銀行の金融政策運営に対しても有益なイ

ンプリケーションを持つこととなる。 

前述したように、米国では、FRBが金融政策運営を行う上で、未活用労働を含む広義の失業率

（Ｕ-６）に注目している。また、イエレン前 FRB 議長が利上げを判断するにあたって重要視し

た９つの雇用指標（イエレン・ダッシュボード）の１指標としても、Ｕ-６が取り上げられてい

たことから、市場関係者の関心も非常に高かった。さらに欧州でも、未活用労働指標は金融政

策運営の先行きを考える際の重要な材料となっている。 

今回日本で初めて公表された未活用労働指標も、データや分析が蓄積されるにつれ、今後の

日本銀行の金融政策運営を占う上での新たな羅針盤になると期待される。将来的に、日本の市

場関係者の未活用労働指標に対する注目度が高まることも考えられよう。

                                 
5 関連レポート：山口茜「労働市場から消えた 25～44歳男性」（大和総研レポート、2016年 4月 8日） 

https://www.dir.co.jp/report/research/policy-analysis/human-society/20160408_010810.html

